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宇宙開発利用部会（第88回）

（文科省） 今後の宇宙基本計画工程表及び宇宙技術戦略の改訂等に向けた宇宙輸送分野における論点整理
（JAXA）今後の基幹ロケット開発方策について

宇宙開発利用部会（第91回）

（文科省）今後の宇宙基本計画工程表及び宇宙技術戦略の改訂等に向けた宇宙輸送分野における論点整理(民間主
導の新たな宇宙輸送システム開発について）
（SLA）新たな宇宙輸送システムの確立に向けた民間動向と重点技術について
（JAXA）次世代の宇宙輸送システムに向けたJAXAの基盤技術研究について

宇宙開発利用部会（第92回）

（文科省）今後の宇宙基本計画工程表及び宇宙技術戦略の改訂等に向けた宇宙輸送分野における取組方策（案）

宇宙開発利用部会における議論の経緯

• 文部科学省及び宇宙航空研究開発機構（JAXA）、宇宙輸送分野の民間企業は、今後の宇
宙基本計画工程表及び宇宙技術戦略の改訂や、予算要求等に向けて、我が国の宇宙輸送分
野の研究開発の在り方について議論を加速してきた。

• これまでの議論を踏まえ、新たな宇宙輸送システムの実現に向けた開発方策について整理を行う。



（参考）今後の基幹ロケット開発方策について（第88回宇宙開発利用部会）
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基幹ロケット開発方策検討における基本的な考え方



（参考）今後の基幹ロケット開発方策について（第88回宇宙開発利用部会）
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基幹ロケット開発方策の検討

 打上げ需要動向や技術動向の変化が激しい状況の中、ロケットの性能目標は
柔軟に見直し・最新化することが重要であることから、打上げニーズの変化を
踏まえた持続的かつ段階的な開発プロセス（ブロックアップグレード方式）を構
築し、技術や人材基盤の維持向上を図る。

 さらに2030年代には、再使用化を軸とし、抜本的なコストダウンと打上げ頻
度向上を備えた次期基幹ロケットを実現するために、基幹ロケットを総合シス
テムとしてアップグレードしながら各システム性能を段階的に向上させる。

 並行して、老朽化した射場設備・試験設備の刷新・拡充や、現在実施中の基幹ロ
ケット打上げ高頻度化に向けた取組みを着実に行うとともに、将来にわたって
高頻度に打ち上げ続けるための我が国の打上げ射場等のあり方について今後
検討を進める。また、新たな機能を実証するための飛行実験場の検討等を併せ
て行うことも重要。



今後の基幹ロケット開発方策についての議論（第88回宇宙開発利用部会）
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宇宙基本計画（抜粋）における基幹ロケットの方向性
基幹ロケットは、輸送システムの⾃⽴性を確保する上で不可⽋。
将来にわたって、宇宙へのアクセスを確保し、拡大する宇宙利用に対応していくためには、宇宙輸送システムを担う事業者が、事業の
継続性と成長性を確保できることが必須。

2030 年代には、H3 ロケットに続く次期基幹ロケットを運用し、新たな宇宙輸送（月周回軌道への補給機や月面への着陸機の
輸送等）を行うことで、我が国の宇宙開発利用の将来像（地球低軌道や月等における宇宙科学・探査、有人宇宙活動等を含
む。）を実現していく。

次期基幹ロケットでは、機体の一部を再使用化した上で、打上げ頻度や輸送能力を向上させるとともに、打上げ価格を低減する。さ
らに、将来的には、産学官が連携する中で、完全再使用化や有人輸送にも対応できる拡張性を持つことが期待される。

第88回宇宙開発利用部会でのJAXA提案内容
 技術・人材・産業基盤の維持/向上のため、基幹ロケットの継続的な開発機会を
通して、これまで熟成してきた総合システムとしてのロケット開発技術を後世に確
実に継承するとともに、新たな技術革新を可能とする裾野の拡大、次世代の人
材の確保・育成を推進しなければならない。更に、官需衛星を着実に打上げなが
ら同時に民需も獲得していくため、基幹ロケットの強化により、社会的な要請に応
え信頼を保ちながら、将来にわたり国際競争力を保持しなければならない。

 打上げニーズの変化を踏まえた持続的かつ段階的な開発プロセス（ブロックアッ
プグレード方式）を構築し、技術や人材の維持向上を図るとともに、次期基幹ロ
ケットを実現するため、基幹ロケットを総合システムとしてアップグレードしながら各シ
ステム性能を段階的に向上させる。

 アップグレードの仕様や開発項目は、刻々の打上げ需要動向や、研究開発の技
術成熟度、課題対応の緊要性等を考慮し、柔軟に検討し設定することが重要で
あることから、最初に全体の計画設定するのではなく、以下の方向性を考慮し
2025年度から段階的にアップグレードを⽴ち上げ、並行してさらに先のアップ
グレードを逐次設定する流れを指向する。

 アップグレード１では、複数衛星搭載構造や衛星の設計/検証を効率化するた
めの国内ロケットの企画の統一化に優先的に取り組む。

第88回宇宙開発利用部会での意見交換内容

 基幹ロケットのブロックアップグレードは、技術の伝承
の面からも、ニーズに柔軟に対応していく面からも非
常に大切。ブロックアップグレードしやすい設計技術
や製造技術も含めて意識しながら、より良いアップグ
レードしやすい体制に整えられていくことに期待。

 低コスト化と信頼性向上というのは背反に見えて、
実は効率化という意味においては同一ベクトル。

 ミッション要求によってロケットの性能も異なるところ、
ブロックアップグレードの目標を考える上では、ミッ
ション側とのコミュニケーションが重要。



（参考）次世代の宇宙輸送システムに向けたJAXAの基盤技術研究について
（第91回宇宙開発利用部会）
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民間事業者による宇宙輸送システムの開発・事業化の促進



新たな宇宙輸送システムの実現に向けて必要技術の抽出と議論概要
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第91回宇宙開発利用部会での意見交換内容

 次世代の宇宙輸送システムを実現するためには、研究開発の
土台となるところを支援していただきたい。具体的には、長期的
な発展の要は、「射場の整備」「試験場の整備維持」「多くのエ
ンジニアを育てること」が重要。

 抜本的なコスト化に向けては再使用化技術は必要。一方で、
スペースXによる再使用機体や高頻度打上げが実現されている
ところ、日本らしい勝ち筋を作っていくことが必要。

 民間主導での飛行実証を目指す、次世代の宇宙輸送システム
だが、技術成熟度を高めるためには、JAXAのインハウス研究を
強化し、要素技術研究だけではなく、システム全体を作る技術
やノウハウの獲得をJAXAでも目指すべきではないか。

 官民共同で、需要が増えていく小型衛星打上げ、有人輸送、
高速二地点輸送等、多様な宇宙輸送についても、戦略を持つ
ことが大切。有人を含む、多様な宇宙輸送実現のための制度
整備を加速していくことが望まれる。

SLA/JAXAからの提案

 日本の輸送スタートアップの事業構想を踏まえると、2040年代を見
据えた宇宙輸送システムの技術開発を戦略的に考える必要がある。

 「インタクトアボートのシステム（搭乗員安全救助用通信・異常検
知・脱出技術）」「有人輸送機の安全基準（安全性・信頼性向
上に向けたシステム技術・評価技術）」は、優先的に取り組んでい
く必要があるのではないか。（宇宙技術戦略上、有人宇宙輸送技術は
「検討が必要」と位置付けられている。）

 新たな宇宙輸送システムの実現に向けては、民間等が単独で開発
に取り組む事が難しい要素技術が複数存在しており、基幹ロケット
開発との連携や官民共同での研究開発を進める。

 我が国の宇宙輸送システムの競争力・優位性を高めるために、技術
開発のみならず、制度整備や種々の事業開発支援体制構築など
の環境整備が必要。

宇宙基本計画（抜粋）における新たな宇宙輸送システムの実現に向けた方向性
高速二地点間輸送や宇宙旅行などを実現する新たな宇宙輸送システムを、我が国の民間事業者が中心となり開発・運用すること
で、新たな市場が創出されることが期待される。

高速二地点間輸送や宇宙旅行のような、中長期的に大きな市場が期待される分野についても、取組を主導する民間事業者にお
ける開発・事業化を促進するため、国・JAXA と民間事業者が連携し、次期基幹ロケットの開発に向けた取組と連携した形で、海
外の開発動向も踏まえ、有人輸送などに必要となる要素技術の開発を進める。また、有人輸送に関わるシステムの在り方について
検討する。さらに空中発射などの多様な打上げサービスを確保する。

今後取り組むべき技術開発項目について、民間等からの提案を踏まえ、宇宙技術戦略のローリングにおいて
反映すべく、関係府省庁間で調整を進めていく。

（第91回宇宙開発利用部会）



新たな宇宙輸送システムの実現に向けた開発方策（案）
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国は、新たな輸送システムの確立に向けて、民間事業者が主体的に実施する個々の事業構想に基づいた技術
開発・システム開発に対し、支援を加速する。
JAXAは、事業化見通しや技術実現性見通し（技術成熟度）の低さから、民間等が単独で開発に取り組むこ
とが難しい初期段階の要素技術の開発については、JAXA主体の取組範囲を重点化し、引き続き、民間等と連
携した研究開発に取り組む。
我が国の宇宙輸送システムの国際市場における優位性や競争力の確保・向上に向け、技術開発のみならず、制
度などの環境整備について、官民一体となった検討を進めることが必要。

今後の新たな宇宙輸送システムの開発方策

信頼性向上や事業環境整備、打上げ高頻度化、射場設備老朽化への対応等の基盤的活動を一貫性を持って
実施することにより、基幹ロケットとしての成功実績を積み重ね、宇宙産業エコシステムの構築を継続して推進す
る。
基幹ロケットを総合システムとして、打上げニーズの変化等を踏まえた持続的かつ段階的な開発プロセスにより高
度化する。また、次期基幹ロケットの開発着手に向け、宇宙輸送系の事業・プロジェクト機能と研究機能を一体
化した研究開発体制を構築する。
次期基幹ロケットの開発目標については、需要動向・競合分析などを考慮しつつ、想定されるユーザ（利用者）
等とのコミュニケーションをさらに深め、検討に着手する。
基幹ロケットの高度化・次期基幹ロケットの開発にも必要な次世代の宇宙輸送技術の獲得を目指して基盤的研
究開発を継続し、民間等との連携を通じて、我が国全体の産業・人材基盤の底上げ等にも貢献する。

今後の基幹ロケット開発方策



参考資料



年度
令和

5年度
(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度

(2025年度)

令和
8年度

(2026年度)

令和
9年度

(2027年度)

令和
10年度

(2028年度)

令和
11年度

(2029年度)

令和
12年度

(2030年度)

令和
13年度

(2031年度)

令和
14年度

(2032年度)

令和
15年度以

降

11

宇
宙
輸
送
①

基幹ロケットの継続的な運用と強化[文部科学省]

官民の役割分担を
含め民間移行に向
けた計画の策定、
必要な取組の実施

基幹ロケットの高度化、打上げの高頻度化、射場及び試験設備の適切な維持管理に向けた老朽化対策等
[文部科学省]

固体燃料ロケット（イプシロンＳロケット） [文部科学省]

イプシロンＳロケットの実運用

実証機打上げ ※民間移管
※H－IIAが運用を終了する時期にイプシロンＳロケットを切れ目なく運用開始

H3ロケット
との
シナジー
対応開発

液体燃料ロケット（H‐IIAロケット、Ｈ３ロケット） [文部科学省]

H-IIAロケットの運用

H-IIAロケットからH3ロケットへの移
行に必要な取組の実施

Ｈ３ロケットの開発・実運用

試験機2号機
打上げ

※ 30形態の実証時期等は試験機2号機の打上げ結果等も踏まえ今後調整。左記を踏まえ、開発から
運用段階への移行時期および民間移管の時期についても今後調整。

※ H3ロケットに順次移行

宇宙基本計画工程表（令和5年12月宇宙開発戦略本部決定）①



※：「▲」は各人工衛星の打上げ年度の現時点におけるめど等であり、各種要因の影響を受ける可能性がある。

年度
令和

5年度
(2023年度)

令和
6年度

(2024年度)

令和
7年度

(2025年度)

令和
8年度

(2026年度)

令和
9年度

(2027年度)

令和
10年度

(2028年度)

令和
11年度

(2029年度)

令和
12年度

(2030年度)

令和
13年度
(2031年度)

令和
14年度

(2032年度)

令和
15年度以

降

11

宇
宙
輸
送
②

基幹ロケットの優先的使用[内閣官房、内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省、総務省等]

固体燃料ロケット（イプシロンＳロケット）

液体燃料ロケット（H3ロケットで打上げ）

情報収集衛星
光学 8号機

小型月着陸実証機

火星衛星
探査計画
（MMX）

温室効果ガス・水循環
観測技術衛星

月極域
探査機

宇宙マイクロ波
背景放射偏光
観測衛星
（LiteBIRD）

情報収集衛星
レーダ 8号機

（イプシロンS実証機）

高感度太陽紫外線分光観測衛星（SOLAR-C）

SDA衛星

赤外線位置天文観測衛星（JASMINE）

革新的衛星
技術実証 4号機

深宇宙探査技術実証機(DESTINY+)

革新的衛星
技術実証 5号機

革新的衛星
技術実証 6号機 革新的衛星

技術実証 7号機
革新的衛星
技術実証 8号機

情報収集衛星
レーダ多様化

2号機

情報収集衛星
レーダ多様化

1号機
情報収集衛星

光学多様化1号機
情報収集衛星

光学多様化2号機

情報収集衛星
光学 10号機

情報収集衛星
レーダ 10号機

情報収集衛星
レーダ 9号機

情報収集衛星
光学 9号機

情報収集衛星
光学 11号機

情報収集衛星
光学多様化
後継機

情報収集衛星
光学多様化
後継機

H-IIAで打上げ

X線分光撮像衛星/

技術試験衛星9号機Xバンド
防衛通信衛星3号機

HTV-X
 1号機

HTV-X
2号機

HTV-X
3号機

準天頂衛星5号機 ひまわり10号機ALOS-4 準天頂衛星6,7号機

H3ロケット
試験機2号機

※： H3ロケット30形態の実証時期等は試験機2号機の打上げ結果等も踏まえ今後調整。

宇宙基本計画工程表（令和5年12月宇宙開発戦略本部決定）②
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令和
9年度

(2027年度)

令和
10年度

(2028年度)

令和
11年度
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令和
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降
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宇
宙
輸
送
③

新たな宇宙輸送システムの構築に向けた研究開発
（次期基幹ロケット）
（民間主導による新たな宇宙輸送システム）[文部科学省等]

調査分析

宇宙輸送に関わる技術戦略の策定・ローリング［内閣府、文部科学省等］

新たな宇宙輸送システムに必要な要素技術開発

①性能向上の実現を目指した技術開発（注）

②低コスト化の実現を目指した技術開発（注）

国際協力による１段再使用
飛行実験(CALLISTO)

③往還飛行システムの実現を目指した技術開発（注）

※民間企業との対話を進めながら必要な技術開発等を実施

（注）再使用技術、革新的材料技術、革新的推進系技術
(液化天然ガス（LNG）、エアブリージング)、革新的生産技術、
有人輸送に資する信頼性・安全性技術等の技術開発

小型実験機の飛行実験の反映

宇宙輸送に関わる制度環境の整備 [内閣府、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、防衛省等]

射場・スペースポートや、次世代技術の実験場整備に関する必要な対応の実施 [内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、防衛省等]

サブオービタル飛行をはじめとした新たな宇宙輸送ビジネスに関する環境整備[内閣府、外務省、経済産業省、国土交通省等]

※国内外の市場動向や技術開発動向等を踏まえ、適宜見直しを実施

政府衛星の打上げにおける民間ロケットの活用[内閣官房、内閣府、文部科学省、経済産業省、防衛省等]

国内でロケット開発に取り組む事業者の開発・事業支援

イノベーション創出に向けた産学官共創体制の構築・運営

官民共創推進系開発センターの整備

宇宙輸送事業の実現・競争力強化に必要な技術研究等

大規模技術実証（SBIRフェーズ３）による先端技術の社会実装促進

宇宙基本計画工程表（令和5年12月宇宙開発戦略本部決定）③
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（出典）内閣府作成資料
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